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1．太陽光発電に関する動向

世界的な地球温暖化への関心の高まりから，2021
年 4 月現在，125 か国・1 地域が，2050 年までにカー
ボンニュートラルを実現することを表明している．
日本も 2020 年 10 月に当時の菅内閣総理大臣により
2050 年カーボンニュートラル宣言がなされている．
そうした中，2025 年 2 月 18 日に閣議決定された第
7 次エネルギー基本計画では，エネルギーの安定供
給と脱炭素を両立させる観点から，再生可能エネル
ギーの長期安定電源化に取り組むことが謳われてい
る．また，エネルギー基本計画と共に示された「2040
年度におけるエネルギー需給の見通し」において，
2040 年度の再生可能エネルギーの電源シェアは，4
割から 5 割程度，そのうち太陽光発電は 23％から

29％程度との見通しが示されている．太陽光発電は
2022 年度の実績で 9.2％まで達成しているが，2040
年度までにさらなる導入拡大が必要となる．
　しかしながら，日本における太陽光発電は 2014
年度頃には年間約 10GWAC 導入されていたが，近年
は 5GWAC 程度の導入量に後退している．様々な要
因が考えられるが，太陽光発電設備を設置するため
の適地が不足していることも要因の一つとされてい
る．日本は，国土面積における平地の割合が少なく，
平地面積当たりの太陽光発電設備容量は既に主要国
の 2 倍以上となっている．この適地制約をいかに克
服するかが，導入量拡大上の課題である．

2．太陽光発電に関するロードマップ・開発戦
略

　NEDO では定期的にこうした動向などを踏まえ，
ロードマップ，開発戦略を策定しながら太陽光発電
の大量導入社会を見据えた開発を推進してきた．具
体的には，今後の開発で取り組むべき技術課題の洗
い出しを行うため，太陽光発電ロードマップ及び太
陽光発電開発戦略（NEDO PV Challenge）を作成・
公表している．
　2004 年に策定した太陽光発電ロードマップ

（PV2030）では，太陽光発電を 2030 年までに主要
なエネルギー源に発展させることを目標とし，2010
年には，23 円 /kWh（従量電灯並），2020 年には 14 
円 /kWh（業務用並），2030 年 7 円 /kWh 以下（汎
用電源並）の発電コストを目指して開発を推進して
きており，2009 年に策定した太陽光発電ロードマッ
プ（PV2030 ＋）では，対象を 2030 年から 2050 年
までに拡大し，「2050 年までに CO2 削減の一翼を担
う主要技術として社会に貢献する」ことを目指すこ
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表 1　�2040 年度の太陽光発電の発電電力量と設備容量（第
7 次エネルギー基本計画資料をもとに NEDO 作成）

23% 29% 23% 29%

1.1~1.2 2,530~2,760 3,190~3,480　204.0~222.6 257.3~280.6

※ 1kWACあたりの太陽光発電設備の年間発電量を1240kWhと仮定

2040年の
発電電力量

[兆kWh]

2040年度の太陽光発電の
発電電力量[億kWh]

2040年度の太陽光発電の
設備容量[GWAC]※

電源シェア



鈴木敦之：

Journal of JSES － 46 － 2025 年

し，軽量化，曲面追従化，発電効率の向上，コスト
低減などの目標を定め，将来の太陽光発電の導入量
拡大に資する新たなセル，モジュール，システム技
術に関連した技術開発を行った．導入拡大が有望と
考えられる設置領域として，重量制約のある屋根，
建物の壁面，移動体（自動車）を対象とした．ここ
では，建物の壁面を対象として取り組んだ実施内容
をいくつか抜粋して紹介する．
3-1　�デザイン性を考慮した後付け可能な新築 ･

既築向け BIPV システムの実証（実施者：
株式会社 LIXIL）

　建材としての要求性能を満たすメンテナンスやデ
ザイン性といった課題を解決するため，屋内から簡
便に取り付けられる太陽光発電ロールスクリーンシ
ステムを設計・製作した．実際に本システムをビル
の窓部に設置して 1 年間の実証評価を行い，屋内垂
直面設置による発電データ及び窓周り熱環境データ
取得を行った．
　この成果を基に，株式会社 LIXIL では世界初と
なるロールスクリーン状の屋内設置型太陽光発電設
備「PV（太陽光発電）ロールスクリーンシステム」
の受注を 2025 年 6 月から開始する予定を発表して
いる．
3-2　�ペロブスカイトBIPV モジュールの研究開

発（実施者：パナソニックホールディング
ス株式会社）

　ガラス建材一体型のペロブスカイト太陽電池モ
ジュールをベースとして，建築物として要求される
性能（外観，発電コスト，耐久性等）を満たし窓等

ととした．また，2014 年には，将来の太陽光発電
の大量導入社会を支えるために必要となる課題解決
策を検討し，「発電コストの低減」「信頼性の向上」

「立地制約の解消」「リサイクルシステムの確立」
「産業の高付加価値化」を掲げた太陽光発電開発戦
略（NEDO PV Challenges）を策定した．その後，
2020 年には，大量導入社会を着実に実現し，それ
を支えていくために必要となる課題として「高付加
価値事業の創出」「立地制約と系統制約の顕在化」

「安全性の向上」「循環型社会の構築（信頼性とリサ
イクルシステム）」「発電コストの低減」を抽出し，
その解決に向けた太陽光発電開発戦略 2020（NEDO
PV Challenges 2020）を策定した．

1．で示したような近年の太陽光発電を取り巻く
動向を踏まえ，2025 年 3 月に太陽光発電開発戦略
2025（NEDO PV Challenge 2025）を策定した．こ
の中では，「導入拡大時の適地制約」「期待されるニー
ズの多様化」「効率的・効果的な運用・保守」「使用
済モジュールの大量排出とリサイクルおよび省資源
化」という 4 つの課題を抽出し，それらの解決に向
けた技術的方策を取りまとめた．

3．BIPV技術開発の取り組み事例

　NEDO ではロードマップ・開発戦略を基に太陽
光発電に関する様々な技術開発の支援を行ってきた
が，2. の開発戦略でも言及している立地上の制約等
の問題を解決するため，自家消費としての利用やレ
ジディエンス等の観点から追加的な導入が期待され
る BIPV に関する事業にも取り組んでいる．
　ここでは，2020 年度から 2024 年度に掛けて実施
した「太陽光発電主力電源化推進技術開発」の取り
組みを紹介する．
　本事業では，シリコン型太陽電池の普及が進む中
で，更なる太陽光発電の導入を進めるために，従来
の技術では設置が難しかった場所への導入を目指

図 2　�株式会社 LIXIL が発表した太陽光発電ロールスク
リーンシステム

（出典：株式会社 LIXIL）

表 2　�これまでの太陽光発電ロードマップ及び太陽光発電
開発戦略の概要
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んでいる．
4-1　�「グリーンイノベーション基金事業／次世代

型太陽電池の開発」
　2050 年カーボンニュートラルの実現に向け，
NEDO に基金が造成され，野心的な目標にコミッ
トする企業等に対して，最長 10 年間，研究開発・
実証から社会実装までを継続して支援する「グリー
ンイノベーション基金事業」を実施している．
　その一つである「次世代型太陽電池の開発」では，
太陽光発電を最大限導入するため，既存の技術では
設置できなかった，耐荷重の小さい工場の屋根やビ
ル壁面等への導入を実現するため，電池の軽量性や
壁面等の曲面にも設置可能な柔軟性等を兼ね備え，
性能面（変換効率や耐久性等）でも従来のシリコン
太陽電池に匹敵する次世代型太陽電池（ペロブスカ
イト太陽電池）の開発に取り組んでいる．
　具体的には，基盤技術開発事業（最適な材料組成
や変換効率と耐久性を両立する電池の要素技術，分
析・評価技術の研究開発），実用化事業（製品レベ
ルの大型化を実現するための各製造プロセス（例え
ば，塗布工程，電極形成，封止工程等）の個別要素
技術の確立に向けた研究開発），実証事業（量産技
術の確立に向け，各製造プロセスを連動させ高いス
ループットや高い歩留まりを実現する技術開発，ペ
ロブスカイト太陽電池の特徴である軽量性・柔軟性
を活かした性能検証のためのフィールド実証）の 3
段階に分けた取組を実施している．
　実証事業では，2024 年度から積水化学工業株式
会社と東京電力ホールディングス株式会社が，軽量
フレキシブルペロブスカイト太陽電池の量産・実証
に着手した．この中で，内幸町（東京都千代田区）
の再開発事業で建設される高層ビルにおいて，世界
初の取り組みとして，フィルム型ペロブスカイト太

の開口部向け壁面設置太陽電池モジュールの開発を
行った．透過率 20％以上，変換効率 13％以上かつ，
壁面を想定した設置形態で発電コスト 16 円 /kWh
以下を実現可能な要素技術を開発することを目標と
した．
　その結果として，30㎝角モジュールで変換効率
18.1％を達成する等，目標である 16 円 /kWh 以下
の見通しを得られた．
3-3　�ZEB達成に向けた同時同量を実現する太陽

光発電システムの実証（実施者：株式会社
カネカ）

　建物壁面への太陽光発電システムの普及には，経
済性の向上と周囲環境との調和を図れる意匠性を確
立することが必要である．そこで，色調の均一化，
広角化技術を盛り込んだ意匠改善された太陽電池モ
ジュールの建築物壁面等への設置検証を通じて，大
量設置する際の課題抽出と，建築物の壁面へ太陽光
発電システム設置前後での環境性能，発電性能の評
価を目標とした．
　その結果，層間変位への対応や意匠の最適化等の
建物壁面への設置に必要な性能と，さまざまな建物
構造に対応可能なサイズフレキシビリティ性を備え
た，壁面設置太陽光発電システムを設計した．また，
広角化および色調を均一化した太陽電池からなる，
約 50kW の太陽光発電システムを東京大学先端科学
技術研究センターの 3 号館南棟西壁に設置し，環境
適応性が高いことを確認するとともに，実発電デー
タに基づく建物電力消費との同時同量性について評
価を行った．

4．今後の取り組み

　太陽光発電の導入拡大に向けた，適地の不足を解
消するための取り組みは引き続き必要であり，
BIPV も含め，NEDO では現在以下の事業に取り組

図 4　�東京大学先端科学技術研究センターの建物壁面に設
置した太陽光発電システム�

（出典：株式会社カネカ）

図 3　�Fujisawa SST（神奈川県藤沢市）のモデルハウスの
バルコニーに設置された，ガラス建材一体型のペロ
ブスカイト太陽電池モジュール（出典：パナソニッ
クホールディングス株式会社）
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向けた設置・施工方法も含めた太陽開発システムの
開発，建物設置の際の信頼性・安全性確保に向けた
ガイドラインの策定など BIPV の導入拡大にもつな
がるテーマに取り組む予定である．

5．今後について

　NEDO では，今後も BIPV の普及拡大に向けて
太陽電池セル・モジュールや，設置・施工・運用保
守の技術開発，信頼性・安全性確保に向けたガイド
ライン等の策定に取り組む．様々な太陽光発電関連
技術の開発を通して，脱炭素社会を支える持続可能
な太陽光発電システムを構築し，太陽光発電の大量
導入を基調とした 2050 年カーボンニュートラル実
現を目指していく．
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陽電池をビルのスパンドレル部の外壁側内部に設置
し，高層ビルへのメガソーラー発電機能の実装を実
証する予定である．
　こうした取り組みを通して，現時点における従来
型シリコン太陽電池と同等の発電コスト 14 円 /
kWh 以下の達成を 2030 年までに目指している．
4-2　「太陽光発電導入拡大等技術開発事業」

2024 年度に終了した「太陽光発電主力電源化推
進技術開発」の後継として，「太陽光発電開発戦略
2025」で整理した課題解決を目指し，2025 年度か
ら「太陽光発電導入拡大等技術開発事業」を開始し
た．この事業では，2050 年カーボンニュートラル
の実現に向け，太陽電池の多様な可能性を追求し，
次世代型太陽電池の開発や設置場所に応じた太陽光
発電システムの開発を行う．また，太陽光発電の大
量導入を支え，長期的に安定な電源として維持する
ための開発や，太陽電池モジュールのリサイクル技
術の開発を行う．さらに，太陽光発電において必要
となる共通基盤技術の開発や動向調査にも取り組
む．
　具体的な実施体制は今後決定する予定であるが，
従来よりも高い変換効率を実現するタンデム型太陽
電池，事業化シナリオを踏まえた新たな設置場所に

図 5　�「グリーンイノベーション基金事業／次世代型太陽電
池の開発」の取り組み概要

図 6　太陽光発電開発戦略 2025 における目指すべき姿




